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Ⅰ 問 題 の 所 在
現行刑事訴訟法 (昭和二十三年法律第百三十一号) は, 旧刑事訴訟法
(大正十一年法律第七十五号) の改正という形式をとって1949年に施行さ
れた。現行刑訴法策定の最終段階において, 初めて刑訴法256条３項の改
正案が連合国最高司令官総司令部の担当者から提案されて, 数日で成案を
得るに至ったという経緯がある。
(１)
旧法下の ｢犯罪事実｣ という用語が修正
案の中で ｢公訴事実｣ に変更され, そして ｢訴因の観念はやや慌ただし
く｣
(２)
アメリカ法の ｢count｣ という概念に ｢訴因｣ という訳語を付して現
行刑訴法の256条３項に導入された。
(３)
このようにして公訴事実と訴因が同
一条文に並置されたことにより, 公訴事実と訴因をめぐって激しい議論が
巻き起こった。そして, ｢訴因論の根本問題は, つきつめると, 結局, 新
刑事訴訟法の解釈にあたって, どの程度右に述べたような英米法の制度を
取り入れるかにある。それはいいかえると, 新刑事訴訟法をいかなる程度
に当事者主義化したものとして把握するかということである｣
(４)
という問題
設定がなされた。この ｢審判の対象は公訴事実かそれとも訴因かという命
題は, 訴因論の最も中心的なテーマであり, かつ, 最大の争点でもある｣
(５)
とされている。この公訴事実対象説と訴因対象説との争いである審判対象
論は, 訴因対象説が勝利をおさめ, 一方では決着がほぼついているといっ
てよい。他方で, 訴因と公訴事実の関係, あるいは, 訴因をめぐる一連の
問題については, 今なお議論がなされている。
(６)
現行法制定後の訴因論に関する文献は, それまでの旧法が職権主義的な
ドイツ法を基調としていたこともあり, 英米法の研究は行われていなかっ
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１．罪となるべき事実と日時・場所・方法の関係
２．構成要件該当事実と日時・場所・方法の関係
Ⅵ 結論
キーワード：審判対象論, 公訴事実, 訴因, 構成要件論, 構成要件該当事実
た。
(７)
これに対して, 英米法の概念である訴因の歴史的展開を分析して現行
法の解釈をし, 訴因対象説の通説化を形成したのは, 平野龍一博士で
(８)
ある。
そして, 現在の訴因対象説は, 平野説からさらに進み公訴事実概念の否
定に
(９)
まで行きつく立場も存在している。
(10)
平野説は, 小野清一郎博士・団藤
重光博士の見解との対比の中で登場するものであって, 小野説・団藤説の
影響も無視することができないものである。しかも, 現行刑訴法は, 刑法
上の概念たる構成要件が刑訴法上も指導形象としての意味を有していると
いう小野説の影響がみられる。
(11)
そこで, 本稿は, まず, 審判対象論がどの
ように推移し, どのように理解が変化しているのかを確認する (Ⅱ)。次
に, 訴因の意義 (Ⅲ) および訴因が構成要件とどのような関係にあるのか
分析を試みる (Ⅳ)。最後に, 起訴状に記載する訴因と構成要件とはどの
ような関係にあるのか, 構成要件該当事実に注目して検討していくことに
する (Ⅴ)。
Ⅱ 審 判 対 象 論
冒頭でも述べた通り ｢訴因論の根本問題は, つきつめると, 結局, 新刑
事訴訟法の解釈にあたって, どの程度右に述べたような英米法の制度を取
り入れるかにある。それはいいかえると, 新刑事訴訟法をいかなる程度に
当事者主義化したものとして把握するかということである｣
(12)
として, 旧法
的な職権主義対当事者主義という対立構図で問題設定がなされた。審判対
象論は, ｢訴因論の最も中心的なテーマであり, かつ, 最大の争点でもあ
る｣
(13)
とされている。そこで, ここでは審判対象論の大枠を概観する。現行
刑訴法は, 旧刑訴法の改正という形式をとって1949年に施行された。
(14)
現行
刑訴法制定直後は, 旧刑訴法と連続したものとして, 旧法の理解に基づい
て公訴事実対象説が唱えられていたこ
(15)
とから, 以下では, 旧法時代の審判
対象論の概要を確認していくことにする。
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１．旧刑事訴訟法時代の審判対象論
旧刑事訴訟法は, 278条に
(16)
おいて検事が公訴を行うこと, 290条１項に
(17)
お
いて原則として公訴の提起を書面で行うこと, 291条１項に
(18)
おいて公訴を
提起するには被告人を指定して犯罪事実および罰条を示すことが求められ
ていた。被告人の指定が氏名をもって行い得ないときは, 同２項に
(19)
より容
貌・体格・その他の徴表をもって行うことになっていたが, 犯罪事実につ
いては, 規定が存在おらず, 被告人の指定との関係から, その事件を ｢特
定し得る程度をもって足｣
(20)
りるとされる。
公訴提起の効力は, 公訴不可分の原則により, ｢訴訟係属の効力の範囲
は, 同一事件の全体に及ぶ。したがって一個の犯罪は分離してこれを起訴
することを得ず, また分離してこれを裁判することを得ず, これ公訴の客
体たる刑罰請求権が本来不可分のものにして, 事件は各個の刑罰請求権を
単位として成立するものなるによる。ゆえに, 検事が公訴事実として掲げ
たる範囲が同一事件の一部に過ぎざる場合においても, その公訴は法律上
当該事件の全体に対して提起せられたるものなり。裁判所はその全範囲に
ついて審判をなさざるべからず｣
(21)
と解されていた。これは, 旧刑事訴訟法
の目的が, 事案の真相解明を重視し, 裁判所にその主導的地位を認めてい
たことから, 裁判所は, 起訴状の犯罪事実に拘束されることなく, ｢事件
の同一性｣ がある限り, 真実発見を追求し, それに基づいて裁判をなすべ
きものとされていたことに起因する。
(22)
したがって, 旧法における審判対象
は, 起訴状記載の犯罪事実ではなく, 事件であると考えられていた。この
事件のことを, 学説および実務上は, ｢公訴事実｣ あるいは ｢公訴犯罪事
実｣ と称されていたのである。現行刑事訴訟法は，講学上の概念であった
｢公訴事実｣ と英米法由来の ｢訴因｣ という術語を採用し, 公訴事実の同
一性の範囲内で訴因の変更が可能であるという制度になったところ, 旧法
時代の公訴事実の観念をそのまま取り入れたのが公訴事実対象説というこ
とになる。
(23)
公訴事実対象説の中でも, 訴因との関係については見解が分か
れている。そこで, 現行法上の公訴事実対象説の諸見解をみていく。
(24)
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２．現行刑事訴訟法における公訴事実対象説
(1) 訴因の意義・機能を公訴事実に対する法律的構成の面に求める見解
被告人と公訴事実とを綜合したものが被告事件であり, ｢この事件が刑
事訴訟の対象 (客体) であって, それが訴訟の関係における単位であり,
…公訴提起の効力や判決もまた, 公訴提起や判決のあったその事件以外に
は及ばない｣
(25)
とする。そして, ｢公訴事実というものが, 既に検察官の構
成要件的評価によって捉えられた事実であり, その公訴事実が審判の課題
であり, 起訴状の記載事項とされて｣ おり, ｢訴訟の対象の事実的特定は
公訴事実の特定によって行われるべきである｣ としている。
(26)
訴因は, ｢公
訴事実の法律的評価｣ すなわち ｢公訴事実の法律構成のしかたを明示する
こと｣ に重点があり, ｢有罪判決をするための有効要件であり判決条件で
ある｣ とする。
(27)
(2) 小野清一郎説
これに対して, 小野説によれば, ｢公訴事実とは, 公訴において審判を
請求されている犯罪事実でなければならない。それは, 旧刑訴の下におけ
る公訴事実と同じものと考えられる｣
(28)
と解されているのである。現行刑事
訴訟法における公訴事実と訴因の意味と関係については次のように述べる。
刑事訴訟法256条３項の規定から, 訴因とは, 公訴事実を特定の具体的犯
罪事実として明瞭に表示したものにほかならない。これは, 旧刑訴法上の
公訴犯罪事実の表示となんら異なるものではないのである。旧法が規定す
る犯罪事実とは, 特定した具体的犯罪事実でなければならなかった。これ
は, 学説・判例上認められていたものである。そうすると, 公訴事実と訴
因とは, 具体的に同じものということになる。訴因とは, 公訴事実の起訴
状における表示形式に過ぎない。それゆえ, 新刑訴を解釈するにあたり,
訴因の実体はすなわち公訴事実であることを忘れ, 両者を別々のもののよ
うに考えることは妥当性を欠く。
(29)
ただし, 公訴事実と訴因という二つの語を使用していることには, 意味
がある。その間には, 内容と形式または実体と表現といったような関係が
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あると解される。だからこそ ｢公訴事実の同一性を害しない限度において,
起訴状に記載された訴因又は罰条の追加, 撤回又は変更｣ ということが可
能となる。
(30)
審判の対象は, 公訴事実であるか訴因であるかということが問題とされ
ている。これは, 現行刑事訴訟法378条３号における ｢審判の請求を受け
た事件｣ ｢審判の請求を受けない事件｣ の意味をどう解するかと関係があ
るが, 公訴事実と訴因とを全く別個のものとして考えることは誤りなので
ある。内容的または実体的には, 公訴事実が審判の対象なのであるが, 形
式的または表現的にはもっぱら起訴状に記載された訴因が審判の対象なの
である。言い換えると, ｢事件｣ としては公訴事実が対象であり, ｢訴訟追
行の目標｣ としては訴因が対象なのである。
(31)
現行刑事訴訟法における審判
には二重の限界がある。第一に公訴事実による限界, 第二に訴因による限
界がある。公訴事実による限界は, ｢同一の被告事件における実体形成の
限界として, いわば絶対的な限界｣ であり, 訴因による限界は, ｢弁論の
当面の目標を訴因, すなわち起訴状における公訴事実の記載に限定する…
いわば相対的な限界｣ である。
(32)
この見解は, 公訴事実を審判の対象としている点では, 公訴事実対象説
に含まれるものと評価されている。
(33)
他方で, この見解は, 公訴事実が審判
の対象であるが, 形式的または表現的には訴因が審判の対象であると述べ
ているところから, 公訴事実対象説と訴因対象説の中間的見解と解され得
る。
(34)
３．公訴事実対象説と訴因対象説との中間的見解 (折衷説)
公訴事実対象説と訴因対象説の中間的見解は, 折衷説と称される。折衷
説に位置づけられる見解のうち代表的な見解は, 団藤説であり, これは,
潜在的な審判対象が公訴事実であり, 現実的な審判対象が訴因であるとい
うものである。
審判の対象が公訴を受けた被告事件そのものであることは, 新刑訴のも
とでも旧法のもとにおけると異なるところはない。訴訟は, 事件を単位と
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して行われるものであり, したがって, 実体形成もまた事件を単位とする。
訴因の制度を採用した新刑訴のもとでも, 事件の概念があることはいうま
でもない。例えば, 公訴の取消によって公訴棄却の決定が確定したときは,
その事件については, 法定の要件を具備した場合に限って再起訴が許され
る (340条)。裁判官が事件について証人になった場合その他一定の場合に
は, その裁判官は当の事件につき職務の執行から除斥される (20条)。そ
のように事件概念が残存しているのである。公訴提起の効力の及ぶ範囲も,
このような事件を単位として考えられる。同一事件について, 同一裁判所
に再度の公訴提起があったときには, 二度目の公訴に対しては公訴棄却の
判決を言い渡さなければならない (338条３号)。これらの場合における標
準は, 訴因の異同ではなく事件の異同である。
(35)
公訴不可分の原則ないし審判不可分の原則は, 現行法のもとにおいても
そのままに妥当するものである。審判の対象は, 公訴を受けた事件そのも
のであるといわねばならない。しかし, ここで, 訴因との関係が問題にな
る。256条３項および312条の趣旨から考えると, 裁判所は, 訴因の範囲を
超えて事実の認定をすることは許されていない。そうでなければ, この条
文は死文化してしまう。したがって, 事実認定のための証明的活動も, 必
然的にこの範囲に限局されるべきである。訴因は, 実体形成の対象である
と同時に, 実体形成に対して手続作用を有している。以上のことからは,
審判対象は訴因であるということになる。審判の訴訟的活動, 特に証明的
活動が訴因の範囲に限定されるという点で, 訴因に記載された事実が手続
の現実における審判の対象にほかならない。もともと, 被告事件の全体が
審判対象であるが, 攻撃防御の要点を明らかにし, 被告人の防御を全うさ
せるために, 犯罪事実の証明は訴因の範囲においてのみ許されるものとす
る。公訴の効力も判決の効力も事件全体に及ぶという意味で, 観念的・潜
在的には, 被告人の犯罪事実が単一かつ同一である限りにおいて全部審判
の対象となるのであるが, 手続の現実における審理ないし証明の対象とし
ては訴因に限定されるという意味において, 現実的・顕在的には訴因に記
載された事実が審判の対象となるのである。あるいは, 前者だけを審判の
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対象と観念し, 後者はむしろこれを証明の対象として観念するほうが区別
が明確になり得る。証明することができるのは, 後者だけであるが, 判決
の効力はその全部に及ぶという意味で, このように表現することも可能で
ある。その根拠は312条に求められる。公訴事実の同一性の範囲内では訴
因の修正によっていつでもこれを現実的な審判の対象とする可能性が認め
られているのである。このような可能性があるからこそ判決の効力が事件
全体に及ぶのである。公訴事実の同一性の範囲内は, 潜在的な審判の対象
である。
(36)
この考えは, 旧法においても考え得る。科刑上一罪の一部が親告罪で告
訴を欠くとき, 告訴権者の意思に反してその部分を審理することは制度趣
旨に反する。非親告罪の範囲で審理を行うが, その判決効力は, 親告罪の
部分も含めた全体に及ぶのである。
(37)
訴因は, 起訴状における公訴事実記載の形式であり, それが事実の記載
であることは言うまでもない。しかもそれは, 構成要件にあてはめて法的
に構成された事実の記載であるべきである。それは, 法的構成そのもので
はなく, 法的に構成された事実である。
(38)
以上のように述べていることから, 団藤説は, 公訴事実と訴因を, それ
ぞれ潜在的な審判対象と現実的な審判対象とに区別する。そして, ｢『実体
的な審判の範囲』 は, 起訴状に記載された犯罪事実と単一かつ同一である
限りのすべての事実に及ぶ…したがって既判力もその全部に及ぶ｣
(39)
としな
がら, ｢訴因に現れないかぎり, 観念的・潜在的なものにすぎないのであ
る。訴因に現れない事実は, これを認定することが許されない｣
(40)
とする。
このような, 団藤の折衷説が ｢有力に唱えられていた状況下で, この見解
をも批判し, そもそも訴因と公訴事実のいずれか審判対象かと鋭く二者択
一を迫り 『主張吟味型訴訟観』 を定着させた｣
(41)
のが平野の訴因対象説で
(42)
,
現在の通説を構成している。そこで, 訴因対象説を以下で見ていくにあたっ
て平野説から概観する。
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４．訴因対象説
(1) 平野龍一説
平野説によれば, 訴因論の根本問題は, 現行刑訴法においてどの程度に
当事者主義が取り入れられたものと解するのかという理解の差にあること
になる。現行法で取り入れられた訴因について, 二つの論点を挙げた。一
つが, 審判対象論で, もう一つが訴因とは何かというものである。すなわ
ち, ① ｢審判対象｣ がＡ ｢公訴事実｣ かＢ ｢訴因｣ か, ② ｢訴因｣ が a
｢事実｣ か b ｢法的評価・法的形象｣ であるかという問題が存在する。こ
の点につき, ①と②についてそれぞれ採る組み合わせが分かれ得るという。
Ab, Aa, Ba, Bbの組み合わせの順番で, 職権主義的な理解から当事者主
義的な理解になると指摘する。
(43)
現行法は, 積極的に旧法と構造を異にし, 当事者主義を基本としており,
そこに多少の職権主義的な修正が加えられているものと解される。そうす
ると, 審判対象論においては当事者主義を基調とすることが現行法の構造
に合致している。ただし, 現行法の条文は, 立法技術の不徹底により当事
者主義と理解し得ないところと, 職権主義的修正が施されていると解し得
るものである。そこで, 訴因は, 審判対象であり必ず検察官により提示さ
れることが必要とされ, 単なる防禦保護の制度ではない。検察官により申
し立てられなければならないが, 裁判所はある程度これを逸脱して裁判す
ることが許される。許容限度は, 被告人の防禦の保護という目的論的見地
が顧慮される。公訴事実は, 訴因変更の限界枠組みだけではなく, 一個の
統一ある実体として, 訴訟係属が生じ, その全体に既判力が及ぶものであ
る。
(44)
訴因が審判の対象であろうとするのは, 審判の対象を厳格に検察官の現
実の意思によって限定しようとするものである。検察官は一個の生活事実
の中から, 任意の一部分を切り取って, その存否の判断を裁判所に請求す
る。したがってその部分は, その部分が肯定されたならば一定の法律効果
が発生するような事実でなければならない。この意味で構成要件を充足す
る事実の記載が要求される。
(45)
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｢訴因は, それについて検察官が審判を請求する, 検察官の主張であ｣ っ
て ｢客観化された嫌疑ではない｣ という。訴因は, 構成要件に該当する事
実すなわち罪となるべき事実の主張であって, それは, 事実記載説という。
構成要件が違法・有責類型であることから, 構成要件該当事実を主張すれ
ば, 違法性・有責性も黙示的になされており, 起訴状に記載する必要がな
いとする。一般的な刑の加重事由は, 罪となるべき事実の立証後の問題と
なることから, 初めから記載する必要がない。
(46)
訴因は, 具体的事実の主張であってどの構成要件に該当するのかの判断
を示すものでない。どの構成要件に該当するのかは罰条を提示することを
もって行う。公訴事実対象説対訴因対象説の対立は, ｢どういう場合に訴
因を変更しなければならないかという問題に影響を及ぼす｣
(47)
とする。
このような平野の訴因対象説は, 現在の学説において通説的な地位を占
め, 実務に対しても指導的な役割を果たしたとされている。
(48)
その狙いは,
当事者主義を基調として旧法時代の職権主義的な色彩を払拭しようとする
ところにあった。
(49)
ただし, 現行法上の制約が存在している。そこで, 現行
法における当事者主義の限界を十分に認識して, その中で当事者主義を最
大化させようとしていた。その典型が公訴事実の取り扱いで, 訴因対象説
を徹底すれば, 公訴事実という概念は不要となるが, 現行法上の規定から
公訴事実を無視することを避けたのである。
(50)
これに対して, 訴因対象説を
徹底することにより公訴事実の概念を認めない見解が登場することにな
る。
(51)
そこで取り上げられている代表的な二つの見解を見ていくことにする。
(2) 田宮裕説
審判対象論において, もっとも当事者主義を推し進めた見解の一つが,
田宮説であり,
(52)
それは, 次のように述べる。刑訴法256条は, 検察官に罪
となるべき事実すなわち構成要件に該当する事実だけを主張させた。審判
は訴因の範囲に限られ, 訴因が判決に対して拘束力をもつので, 訴因とし
て主張された事実が訴訟物をなす。
(53)
現行法は, 起訴状に形式上は公訴事実
を表示するが, それは訴因という形で明確に限界づけられた事実の主張で
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(54)
このように英米法化もしくは当事者主義化した訴因の観念と旧法以
来の公訴事実の観念を併存させている。つまり刑訴法256条３項の規定は,
起訴状には公訴事実を記載するが, それは訴因を明示する形で行うとして
いる。これに対して, 刑訴法312条は, 公訴事実を同一にする範囲で訴因
の変更が許される。
(55)
このような規定について, ｢公訴事実｣ と ｢公訴事実
の同一性｣ を明確に区別する必要がある。256条３項で ｢公訴事実｣ を用
いて, 312条で ｢公訴事実の同一性｣ という語を用いているところから,
この両者は区別するほうが素直であるとする。そこから, ｢公訴事実｣ と
｢公訴事実の同一性｣ は, それぞれ異なる独立した概念であることを導く。
256条の公訴事実とは訴因として記載された事実を意味する。それは, ｢訴
因事実｣ と言い換えることが可能となる。そうすると, これは, 嫌疑とし
ての実体ではなく, 検察官の表象である。これに対して, 312条の公訴事
実の同一性は, 訴因事実たる公訴事実と同一の訴訟法的規制を及ぼすのが
妥当だと思われる範囲の事実の表象を意味する。同一性の問題は, 異なる
事実の間で同一の取扱いを許容し得るかというものである。それは, 公訴
事実より膨らんだ概念である。
(56)
(3) 松尾浩也説
審判対象論において, 当事者主義をもっとも徹底した形で導入したうち
の一つである松尾説は,
(57)
次のように述べる｡ ｢訴因｣ という用語は, アメ
リカ法に由来しており, 検察官, すなわち当事者による審判対象の設定と
いう意味である。旧法においても, 公訴の提起は検察官の職責であって,
検察官が起訴の対象としての ｢犯罪事実｣ を示していたのである。
(58)
現行法
は, ｢訴因｣ の観念を導入して, 審理判決の対象が, 検察官によって, 公
訴提起の対照された犯罪事実, すなわち訴因であることを明らかにした。
換言すれば, 裁判所の審理・判決の権限および責務は ｢訴因｣ に限定され
たのである｡
(59)
｢訴訟対象という用語は民刑共通であるが, 刑事手続固有の
用語としては, それが罪となるべき事実であることから, 『公訴事実』 (旧
法下の学説では, 『公訴犯罪事実』 の語が多く用いられた) と称される。
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さらに現行法では, 訴訟対象の設定者が検察官であることを明らかにしよ
うとして, 『訴因』 の語も導入された…。したがって, 現行法における訴
訟対象は, 公訴事実, すなわち訴因ということになる。訴因と公訴事実と
は, 対立する関係にはない｣
(60)
と主張された。そして従来の見解との対比に
ついては次のように述べている｡ ｢実務では起訴状に罪となるべき事実が
『公訴事実』 と題して示されているが…, これがすなわち 『訴因』 である。
なお, 本文中のような見解が訴因対象説として分類されていることもある
が, もともと訴因対象説と公訴事実対象説との対立は, 訴因と公訴事実が
異なるものだという想定を前提とするものであったから, その意味では,
本文の見解は既存の分類に該当しない｣
(61)
。したがって, 平野説, 小野説,
団藤説のような, 審判対象が公訴事実か訴因かという分析アプローチを否
定し, そもそも訴因とは, 公訴事実を意味していると主張された。この田
宮説・松尾説により, 訴因＝公訴事実・訴因事実という見解が有力となっ
ていく。
(4) 近時の訴因対象説
当事者主義に基づいて松尾説・田宮説が訴因対象説を更に推し進めた結
果,
(62)
審判対象論に関する議論は, 多数の研究により, ｢この議論に一応の
決着はついている｣
(63)
のであって, ｢今日, 実務においてもまた理論におい
ても訴因対象説がほぼ定着するに至っている｣
(64)
のである。その一方で,
｢一応の決着｣ あるいは ｢ほぼ定着｣ という表記になっているのは, ｢審判
の対象は, 訴因であると解するが, その意義は, 第１次的には訴因が, 換
言すれば直接的には訴因が審判の対象であるが, 第２次的には証拠から判
断し得る, 訴因と公訴事実の同一性のある事実すなわち公訴事実まで及ん
でいる｣
(65)
との理解が ｢実務においていまなお根強い｣
(66)
と言われ, 最判平成
15年10月７日が ｢訴因制度を採用した現行刑事訴訟法の下においては, 少
なくとも第一次的には訴因が審判の対象であると解される｣
(67)
と判示した点
も同様の理解に基づくものと指摘されている点にある。
(68)
そこで, 近時の訴
因対象説がどのように主張されているかを確認する。
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松尾説・田宮説による公訴事実否認論ともいえる訴因＝公訴事実と解す
る見解が多数主張されている。例えば, ｢訴因とは, 検察官がその存在な
いし成立を主張して審判を請求する具体的な犯罪事実であり｣, ｢公訴事実
ないし公訴事実の同一性は, 新旧訴因間の関係をあらわし, 訴因変更が問
題とされてはじめて観念される 『機能概念』 にすぎない｣ と主張する。
(69)
また, ｢『公訴事実』 というのは 『訴因』 のことである｣ とする見解もあ
る。ただし, 公訴事実の同一性の問題を念頭に置き, ｢起訴状のみにかぎ
れば, 公訴事実＝訴因と考えてよい｣ としている。
(70)
さらには, ｢『公訴事実』, 『訴因』 および 『罪となるべき事実』 という３
つの概念を用いている。このうち 『公訴事実』 という概念は, 犯罪事実と
いう一般的意味のほか, 訴訟が進展して起訴状記載の訴因を変更する必要
が生じた段階で, 『公訴事実の同一性』 …という点から意味を持つにいた
る概念である。…訴訟の開始段階においては, 公訴事実は訴因という形で
記載されるのみであるから, 公訴事実は, 訴因と 『同じもの』 …と理解し
ておけば足りる｣
(71)
と述べる立場もある。この立場によれば, 訴因とは, 犯
罪の構成要件にあてはめて法律的に構成された具体的事実とされている。
(72)
あるいは, ｢審判の対象は, 検察官の犯罪事実の主張であるが, その検
察官の主張する犯罪事実の内容が 『公訴事実』 と呼ばれ, その主張の形式
が 『訴因』 といわれると解する｣ もので, ｢両者は存在において同じもの
であるが, その認識において異なるものとみる｣ と主張されている。
(73)
さらに, 次のように主張されるものもある｡ ｢起訴状に記載すべき 『公
訴事実』 すなわち刑事訴訟における審理・判決の対象 (審判対象) は｣ と
述べていることから, まず, 起訴状記載の公訴事実が刑事訴訟における審
判対象であるとしている。そして, その審判対象が, ｢検察官が明示する
『訴因』 である｣ としている。そして, ｢『訴因』 とは, 検察官が裁判所に
対して審判を求める 『罪となるべき事実』 の具体的な主張｣ であるとして
いる。
(74)
これに対して, 二つの異論が存する。一つは, 同一性概念にこだわり,
審判対象とは次元を異にする同一の公訴事実概念を追求する見解である。
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もう一つは, 公訴事実の同一性という機能概念も訴因事実の同一性と捉え
る見解である。前者の見解は, 訴因を審判対象として, 公訴事実を訴訟対
象と位置づけ, 訴因は対象の判断, 公訴事実は判断の対象とする。
(75)
後者の
見解は, 公訴提起時の訴因事実は可塑性もった主張であり, 審理経過に応
じて具体化が進んだ新訴因と当初の訴因を比較して同一性を有しているか
判断を行うとする。
(76)
(5) 小括
これまでの議論の流れは, 次のようなものである。現行法が制定された
当初は, 審判対象論として公訴事実対象説が有力であった。しかし, 当事
者主義が採用されていることから訴因対象説が通説を形成するようになっ
た。さらに, 公訴事実は, その旧法以来の用語法が存在していたことから,
公訴事実概念を取り去ろうと試みられた。その結果, 機能概念としての公
訴事実の同一性という枠組みが登場することとなった。これに対して, 二
つの異論が存する。一つは, 同一性概念にこだわり, 審判対象とは次元を
異にする同一の公訴事実概念を追求する見解である。もう一つは, 公訴事
実の同一性という機能概念も不要とする見解である。
今後も引き続き訴因対象説を採用することが正しい。しかし, ｢公訴事
実｣ ＝ ｢訴因｣ (あるいは ｢訴因事実｣) であるという言明は, 刑事訴訟法
256条３項の規定からアプリオリに導くことが可能であろうか。公訴事実
は, 訴因を明示してこれを記載しなければならない。訴因を明示するには,
できる限り日時, 場所及び方法を以て罪となるべき事実を特定してこれを
しなければならない。この規定からは, 直ちに公訴事実＝訴因を導くこと
は不可能である。なぜなら, ｢しなければならない｣ という規定からは包
含関係が予定され得る以上, ただちに一致という意味でのＡ＝Ｂを導くこ
とは不可能なのである。
(77)
したがって, 訴因と公訴事実がそれぞれどのよう
なものであるのか, さらに明らかにする必要がある。そこで, 以下では訴
因の内容について分析を試みる。まず訴因の意義について議論を概観する。
次に, 訴因の意義において事実か法的評価かという対立は, 実体法上の構
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成要件概念とのかかわりが問題となってくるので, 構成要件と訴因との関
係について検討していくことにする。
Ⅲ 訴 因 の 意 義
訴因の意義について, その機能の重点をどこに置くか見解の対立が存在
する。これは, 次のような事情を背景とする。公訴事実が, 法的なものに
関連しつつも ｢事実｣ であることにほぼ争いはない。これに対して, 訴因
については, 事実なのかそれとも法的評価なのか意見が分かれる。それは,
現行法が公訴事実と訴因とを256条で使用したために必然的に訴因と公訴
事実の関係が問われたことによる。訴因と公訴事実とは, 同一物の異なっ
た面を指すとみるのか, それとも, 両者が別の異なるものであると観念す
るのか, 立場が分かれることになる。両者に差異を求める見解は, 公訴事
実が事実の実体であり, 訴因の実体は事実ではなくて事実に対する法的評
価と捉え得るのである。
(78)
このような立場は法律構成説と称されるものであ
り, 他方は事実記載説である。それぞれを確認する。
まず, 審判対象論と関係させて次のように述べられることがある。
(79)
審判
対象が公訴事実で, 訴因がその法的評価と考える公訴事実対象説によれば,
訴因制度は, 裁判官による法的評価に対する被告人への不意打ちを防ぐた
めの制度であり, 訴因の本質は, 法的評価すなわち法律構成にある。そう
すると, 起訴状に記載する日時・場所・方法といったものは, それが犯罪
構成要素となっていない場合には, 訴因の本質的要素ではない。そうする
と, 日時・場所・方法の特定については, 刑訴法256条３項における ｢で
きる限り｣ の解釈との関係で, できればこれらを特定するほうが望ましい
と考えることになる。日時・場所・方法の点に変化が生じても, それが同
じ法的評価の中での変化に過ぎない場合には, 訴因変更の必要もないこと
になる。
(80)
これに対して, 審判対象が訴因であり, 訴因が構成要件に該当する具体
的事実に対する検察官の主張であると考える訴因対象説によれば, 訴因は
刑事訴訟法における審判対象論と刑法における構成要件論の関係について 117
事実となる。この事実は, 現実的・具体的刑罰権を発動させる具体的・歴
史的・一回的な事実であり, 日時・場所・方法なども訴因に対する本質的
に不可欠な要素とする事実である。また, 被告人の防禦の観点から見ても
重要な意味を持つことになる。このことから, 日時・場所・方法の特定に
ついては, 刑訴法256条３項における ｢できる限り｣ の解釈との関係で,
できる限り厳格に行うべきことになる。日時・場所・方法の点で変化があ
れば, 原則として訴因変更が必要になる。
(81)
訴因の重要な意味は, 公訴事実の法的評価に求められ, 検察官が表象し
た公訴事実の法律構成を起訴状において明確にすることが刑訴法256条３
項の ｢訴因を明示する｣ ことであるされる。
(82)
訴因とは, 公訴事実の法律構
成のしかたに重要な意義を求め, 社会的事実としての犯罪事実を各罰則の
構成要件に当てはめた形において法律的に構成したものをいうとする。そ
こから, 訴因の拘束力が, その法律構成の点について及ぶとされている。
公訴事実対象説の主唱者が法律構成説を採っていることから, 公訴事実
対象説が法律構成説に訴因対象説が事実記載説に必然的に結びつき得ると
いう主張がなされることがある。
(83)
しかし, 公訴事実対象説においても, 公
訴事実とは一定の犯罪があるものとして検察官が審判を請求した犯罪事実
の主張である捉え, 訴因とは厳密に法律的に評価された公訴事実と捉える
見解が
(84)
存する。したがって, 前述のような関係は必然的なものではないこ
とになる。
(85)
そこで, 訴因の意義についてさらに確認していくことにする。
特に, 構成要件とのかかわりの中でこの議論が展開されたことから, 構成
要件と訴因の関係を以下では見ていく。
Ⅳ 構成要件論と訴因との関係について
訴因対象説を展開した平野は, 訴因とは構成要件に該当する事実すなわ
ち罪となるべき事実の主張であるとし, さらにそれは, 構成要件該当事実
であるとしている。
(86)
一方で, 現在の訴因対象説の見解では, ｢訴因とは,
犯罪の構成要件にあてはめて法律的に構成された具体的事実｣
(87)
であるとか
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｢訴因とは構成要件に該当する具体的判断事実そのもの｣
(88)
といった表現が
なされており, ｢構成要件該当事実｣ という表現の使用は慎重に避けられ
ているようにも見える。
(89)
他方で, 審判対象論が華々しく展開されていた時期では, エルンスト・
ベーリングの構成要件論に影響を受けた小野説によって構成要件がもつ訴
訟法機能が主張され, それに基づいて議論が展開されていた｡ ｢構成要件
と称しているものは, ベーリングの, 特にその晩年の 『タートベスタント』
概念と必ずしもその内容を一にするものではない。私見によれば刑法は刑
事訴訟法において適用されるべき法律体系である。刑事訴訟における現実
を離れて刑法を考えることはできない。そこに刑法における構成要件概念
が刑事訴訟法においてある機能的意義を有する所以がある｣
(90)
のであって,
ベーリング見解とは異なり, 小野説における ｢『構成要件』 は, 刑法上の
概念であると同時に, …刑事訴訟法においても指導的機能を有する｣ と述
べている。そして, 旧刑訴法 ｢第360条の 『罪となるべき事実』 とは 『刑
法の本条に規定する犯罪の (特別) 構成要件に該当する具体的事実』 であ
る｣ と解している。
(91)
それでは, 小野説が比較対象として挙げていたベーリ
ングの構成要件論とはどのようなものであったのか, その概要を確認する。
１．エルンスト・ベーリング, マックス・エルンスト・マイヤーの構成要
件論の概要
ベーリングは, 当初, 構成要件を ｢犯罪類型の輪郭｣ として特徴づけ,
構成要件には犯罪個別化機能が備わっており, 罪刑法定主義が思想的基礎
にあると主張した。
(92)
このような構成要件の理解としては, ｢類型説｣ と称
し得るものであって, ｢概念的構成要件｣ と概念的構成要件に該当する
｢具体的構成要件｣ を区別し, 概念的構成要件のみが本来の構成要件であ
るとした。そして, 具体的構成要件は ｢構成要件該当事実｣ に属する。構
成要件と違法性とを峻別し, 違法性が規範的・価値的概念であるのに対し
て, 構成要件は記述的・客観的要素を内容とすると解したのである。
(93)
その後, 見解を改め, 構成要件は, さらに抽象的なものとしてとらえら
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れるようになった。
(94)
後期のベーリングの見解によれば, 構成要件は, 各本
条の犯罪類型を抽象化し, かつこれに先立って, 犯罪類型の客観的側面と
主観的側面とを共通して規制する観念上の ｢指導形象｣ であり, また, 犯
罪類型の特徴を共通に示す指導形象となった。そこでの構成要件は, 客観
的・記述的な要素に限られ, 規範的要素が違法性に主観的要素が責任に位
置づけたうえで, 違法性と責任とは切り離された別個の要素である。
(95)
これに対して, マックス・エルンスト・マイヤーは, ｢法律的構成要件｣
と ｢事実的構成要件｣ とを区別し, この両者が合致する場合に構成要件該
当性を認めた。
(96)
マイヤーのいう ｢法律的構成要件｣ が構成要件にあたり
｢事実的構成要件｣ が構成要件該当事実に相当する。構成要件にベーリン
グが排斥していた規範的要素を認めたうえで, 構成要件と違法性との関係
を ｢認識根拠｣ と特徴づけた。この見解が構成要件の違法類型説へとつな
がることになる。
(97)
２．小野清一郎, 平野龍一の構成要件論の概要
日本においては, このベーリングおよびマイヤーによる構成要件論を小
野説・滝川説がさらに展開させて, 通説的地位を占めるようになったと評
価されている。
(98)
小野説が展開したものは, 違法・有責類型としての構成要
件である。ベーリング流の構成要件を客観的・記述的なものとすることに
対しては ｢これを承認することはできない｣ とする。そこで, 構成要件に
おける主観的要素および規範的要素の存在を承認せざるを得ないとして,
マイヤー流の構成要件理解を継受している。しかし, ｢構成要件を専ら不
法類型と見るメツゲル, ブルンス, 佐伯助教授などの見解と異｣ なり, 構
成要件は, ｢違法にして且つ道義的に責任のある行為の定型と見る｣ べき
であるとする。構成要件は, ｢違法性と道義的責任との理念を具現するも
のであ｣ ることから, ｢不法類型であると同時に又責任類型でもある｣ と
されたのである。
(99)
平野説は, この小野説のコンテクストにおいて訴因と罪となるべき事実
と構成要件の関係を述べていた。すなわち, ｢構成要件事実を主張すれば,
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当然, 違法・有責の事実の主張も黙示的になされたことになるから, とく
に起訴状に記載する必要はない｣
(100)
と。しかし, 刑法における平野の構成要
件論は, 次のようなものである。まず ｢構成要件の持つ機能として, およ
そ三つものをあげることができる｣ として, 罪刑法的主義的機能としての
犯罪個別化機能, 故意規制機能, そして, ｢訴訟法的機能｣ をあげてい
る。
(101)
そこでは, ｢罪となるべき事実｣ と ｢犯罪の成立を阻却する事由｣ と
を区別する機能が指摘されている。次に, 構成要件が持つこれら機能のう
ちどれを強調するかで構成要件に対する見解が変わるとしたうえで,
(102)
｢構
成要件という概念を維持しようとする以上, これを 『違法行為の類型』 だ
とするメツガーの考え方が比較的妥当であるように思われる。したがって,
今後, 構成要件という語は, 違法行為の類型という意味に用いる｣
(103)
されて
いる。ここで, 平野説は, 構成要件の違法類型説を採用することとなった。
構成要件の違法類型説が訴訟法上もつ意味について分析を加える前に, 平
野説が採用したエドムント・メツガーの見解を確認する。
３．エドムント・メツガーの構成要件論の概要
メツガーの構成要件論の概要は次のようなものである。
(104)
メツガーは, 構
成要件と違法性とを結合させ, 不法類型としての構成要件を主張した。そ
こでは, 構成要件と違法性の独自性は否定されて両者を包摂する不法概念
が持ち出された。構成要件該当性は, 違法性の実在根拠とされたのである。
このような不法概念は, 構成要件と違法性における独自性の否定につながっ
たため, 批判の対象となった。それにもかかわらず平野説がメツガーの見
解を取り入れ得たのは, ｢認識根拠・存在根拠という哲学的な表現は, か
えって問題を不明確にする｣
(105)
としたことにある。この両者の対立により生
じる問題は, 構成要件に主観的要素・規範的要素が含まれ得るのかという
点にある。しかし, たとえ構成要件に主観的・規範的要素を取り入れたな
らば, 直ちに概念の規範的構成に基づく構成要件の弛緩がもたらさせると
いう関係にはない。加えて, 客観的・記述的要素のみからなる構成要件概
念に拘泥したとしても罪刑法定主義の趣旨から逸脱し得る。したがって,
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主観的・規範的要素を取り入れたメツガー流の新構成要件を採用したとし
ても問題がないとしたのである。メツガーは, 実質的違法性論を唱え, 違
法とは, 国家によって承認された利益すなわち法益を外部的に侵害すると
いう外部的事象であるととらえた。これにより違法と責任を鋭く対置させ,
規範的責任論・期待可能性・主観的違法要素が誕生したのである。
(106)
４．構成要件論の刑事訴訟法への影響
構成要件の観念は, 刑事訴訟法においても指導形象としての意味を有し
ているが
(107)
, それは, 小野説の影響が認められる。
(108)
刑訴法335条の ｢罪とな
るべき事実｣ とは, ｢証拠により認定された, 犯罪構成要件に該当し, か
つ, 違法・有責な具体的犯罪事実である｣ が ｢違法性・有責性は, 一般に
構成要件該当性から推認されるから, 推認できない特段の事情がない限り,
特に判示することを要しない｣
(109)
。したがって, 違法性阻却事由・責任阻却
事由の不存在は, 罪となるべき事実ではないとされている。
(110)
刑訴法256条
３項の ｢罪となるべき事実｣ は, 刑訴法335条がいうそれとは異なってい
るとされる。しかし, 刑訴法335条の ｢罪となるべき事実｣ は, 起訴状記
載の訴因に対応しているとされている。
(111)
平野説が ｢構成要件事実を主張すれば, 当然, 違法・有責の事実の主張
も黙示的になされたことになるから, とくに起訴状に記載する必要はな
い｣
(112)
と主張するのは, 違法・有責類型としての構成用要件観念を認めてい
ることを前提としているように見える。そうすると, 構成要件概念として,
違法類型説との関係が問題となる。他方, 起訴状記載の訴因は, 構成要件
該当事実そのものだけではないと解し得る点も, 近時の訴因についての記
述の要因であるように思われる。
５．検討
刑法上の構成要件の議論においては, 構成要件は, 違法類型であると同
時に有責類型であるとする見解が多数説である。この立場の中でも違法構
成要件と責任構成要件を含むものが構成要件であるとする立場は, ｢違法
(桃山法学 第29号 ’18)122
構成要件該当性には違法推定機能を, 責任構成要件該当性には責任推定機
能を認め｣
(113)
ている。それにより, ｢刑訴法335条１項にいう 『罪となるべき
事実』 に対応する訴訟法的機能が認められる｣
(114)
ことになるのである。起訴
状記載の訴因が構成要件該当事実のみで足りるのは, ｢構成要件が違法類
型及び責任類型であるということによって無理なく理解できる。すなわち,
構成要件に該当する行為は原則として違法かつ有責と推定されるのであり,
このような構成要件の違法性及び有責性推定機能からすれば, 訴因に構成
要件該当事実の記載があれば, 違法性及び有責性も備わっていることも併
せ主張されているとみてよいと思われる｣
(115)
とされているのである。
(116)
そうすると, 構成要件を違法類型説と考える見解では, 訴因が構成要件
該当事実であるならば違法性阻却事由の不存在しか主張していないことに
なる。この点についてどのように考えるべきか。一つは, 刑法上の構成要
件概念と刑事訴訟法上の構成要件概念が異なるという主張である。平野説
は, 訴因における ｢構成要件には, 刑法における学説いかんにかかわらず,
故意・過失を含む｣
(117)
ものであるとされている。すなわち, 刑法上の構成要
件には故意・過失は含まれないが, 訴訟法上の構成要件には故意・過失が
含まれている。これと同様に, 刑法上の構成要件を違法類型説ととらえた
としても, 訴訟法上は, 違法・有責類型であると捉えることが可能である。
もう一つは, 違法性推定機能および有責性推定機能とは無関係に, そも
そも ｢それらの事由が存在する場合は, 公訴提起は不可能であるから, 訴
因の記載は, それらが存在しないことを暗黙裡に前提としている｣
(118)
と捉え
ることである。
(119)
構成要件の違法・有責類型における通説的立場は, 次のよ
うに述べる｡ ｢違法性とは, 行為を 結果も含めて 客観的にみたば
あいに, それが法秩序によって是認されないことであり, 構成要件はこの
ような違法な行為を類型化したのである｣
(120)
。そして, ｢構成要件は普通に違
法類型のとしての面だけから考えられているが, それはまた有責行為の類
型でもあるべきである｣
(121)
として, 違法有責類型を唱える。そして ｢構成要
件は違法行為の定型である。したがって, ある事実が構成要件に該当する
以上, 特段の事由がないかぎり, その事実は違法性を帯びるものと推定さ
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れる｣
(122)
のであって, これは ｢訴訟法的には事実上推定である｣
(123)
とされる。
そして, ｢構成要件は違法行為の定型の面と同時に有責行為の定型の面も
もっている。したがって, 構成要件の推定機能は違法性についてと同様に
有責性についても認められなければならない｣
(124)
とする。しかし, ｢違法性
の問題のばあいとちがい｣, ｢責任判断は, …行為定型の範囲外に属するも
のであって, 構成要件の有責性推定の機能が責任能力の存在にまで及ばな
い｣
(125)
うえに, 違法性の意識や期待可能性においては構成要件要素ではない
責任要素としての部分も存在しているとされる。
このように通説的な違法・有責類型説は, 構成要件には違法性推定機能
が認められるが, それと同様の有責性推定機能は認めず, ただ構成要件段
階での犯罪類別機能のために責任故意・責任過失が構成要件要素として類
別化されているにすぎないととらえるものである。
(126)
したがって, 構成要件
論は, 通説的にも有責性推定機能を備えておらず, 推定機能から, 構成要
件該当事実のみの記載で責任阻却事由の不存在をも述べたとはならない。
むしろ, そもそも, 何らかの阻却事由が存していれば公訴提起できないと
いう点から, 単純に阻却事由の不存在を前提にしていると解するのが妥当
であろう。
(127)
Ⅴ 訴因の特定と構成要件該当事実との関係
１．罪となるべき事実と日時・場所・方法の関係
通説は, 訴因を裁判所に審判を求める検察官の主張, つまり, 構成要件
に該当する具体的な事実の主張だと理解することで, 起訴状の記載につい
ても事実的側面が重視されることになる｡
(128)
｢実務上, いわゆる六何の原則
の下に, 訴因の客観的要件としては, ①だれが (犯罪の主体), ②いつ
(犯罪の日時), ③どこで (犯罪の主体), ④何を又はだれに対して (犯罪
の客体), ⑤どのような方法で (犯罪の方法), ⑥何をしたか (犯罪の行為
と結果) を記載すべきものとされて｣
(129)
いる。判例は, いわゆる白山丸事件
において ｢刑訴二五六条三項において, 公訴事実は訴因を明示してこれを
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記載しなければならない, 訴因を明示するには, できる限り日時, 場所及
び方法を以て罪となるべき事実を特定してこれをしなければならないと規
定する所以のものは, 裁判所に対し審判の対象を限定するとともに, 被告
人に対し防禦の範囲を示すことを目的とするものと解されるところ, 犯罪
の日時, 場所及び方法は, これら事項が, 犯罪を構成する要素になつてい
る場合を除き, 本来は, 罪となるべき事実そのものではなく, ただ訴因を
特定する一手段として, できる限り具体的に表示すべきことを要請されて
いるのであるから, 犯罪の種類, 性質等の如何により, これを詳らかにす
ることができない特殊事情がある場合には, 前記法の目的を害さないかぎ
りの幅のある表示をしても, その一事のみを以て, 罪となるべき事実を特
定しない違法があるということはできない｣
(130)
としている。
前述の通り (Ⅲ), 法律構成説によれば, 日時・場所・方法は, 罪とな
るべき事実に含まれないとされている。これに対して, 事実的記載説から
は, ｢罪となるべき事実は, 現実の事実であると共に具体的な事実である。
したがって日時, 場所もまたその要素をなすと言わざるを得ない。方法に
至ってはなおさらそうである。罪となるべき事実から方法を抜き去ってし
まったのでは, 罪となるべき事実は全く抽象的な事実となってしまう｣
(131)
と
されている。しかし, 事実記載説の立場にあっても, 罪となるべき事実と
は, 刑罰を科せられるべき犯罪構成要件に該当する事実であり, 刑罰法令
の各条に規定された特別構成要件とその修正形式の未遂・共犯の要件に該
当する事実を指すと考え, 日時・場所・方法は, 罪となるべき事実に含ま
れず, 刑訴法253条の解釈として, 罪となるべき事実と日時・場所・方法
を別のものと考える見解が存在する。
(132)
２．構成要件該当事実と日時・場所・方法の関係
実体法との関係で把握しておくべきことは, 構成要件的行為も構成要件
的結果も, 具体的な要素を持っていることである。例えば, Ｘが殺意をもっ
てＡに1950年１月１日にナイフで刺突し, 2018年１月１日にＡが死亡した
という事実は, 通常, 殺人既遂罪を構成せず, 殺人未遂罪を構成する (も
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ちろん, Ａの死因がＸの1950年のナイフ刺突によるならば話は変わる)。
あるいは, Ｘが殺意をもってＡに致死量の毒を飲ませたが, その毒が効く
前に殺意を持ったＹがＡに発砲し失血死させたという場合に, Ｙの行為と
Ａ死亡との因果関係が認められ, ＹにＡに対する殺人既遂罪が認められて,
Ｘには殺人未遂罪が認められる。Ａの死亡とＸの行為に条件関係が認めら
れないのは, 構成要件該当結果が具体的な結果だからである。すなわち,
Ｙの銃撃がなければ ｢Ａのその時刻における失血死はなかった｣
(133)
と判断さ
れるのである。したがって, 構成要件的結果は, 抽象的な法益侵害結果で
はなく, 具体的な日時・場所・方法までを含んだ結果が構成要件該当事実
といってよい。ただし, 厳格な意味での結果の具体性までは要求されない。
例えば, 被告人の第一暴行と第三者の第二暴行があり, 被害者の死亡は,
第二暴行によって幾分か早められたという事案である大阪南港事件におい
て, ｢犯人の暴行により被害者死因となった傷害が形成された場合には,
仮にその後第三者により加えられた暴行によって死期が早められたとして
も, 犯人の暴行と被害の死亡との間の因果関係を肯定することができ｣
(134)
る
とされている。仮に, 具体的な結果が厳密に要求されていた場合は, 被害
者の ｢『その日時』 における死亡｣ は, 第二暴行が原因となるはずであ
る。
(135)
しかし, (相当) 因果関係判断は, ｢確率論的な見地から, 『その種の
行為』 と 『その種の結果』 との間の一般的・類型的関係を問う｣ ものであ
るから, ｢同一の死因の範囲内における多少の結果発生時点の抽象化は許
される｣
(136)
と解し得る。
場所においても日時と同様に考えられる。(殺意をもった) Ｘが大阪で
ナイフを振って, 東京にいるＡが刃物による失血死という仮想事例を想起
すれば, 殺人罪の構成要件該当性を考えるにあたって具体的な場所も重要
な事実になるといってよい。他方, 大阪南港事件のような事例で, 被告人
が被害者を置き去りにした場所から, 第三者が被害者を10メートルずらし
たとしても, ｢10メートルずれた場所の死｣ という点までは構成要件該当
事実に含まれることにはならない。その意味での場所の抽象化もなされ得
るのである。
(137)
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方法についても同様の議論が可能である。そもそも, 財産犯の規定は,
財物に対する侵害行為の態様の相違が別罪を構成している。
(138)
ナイフで刺殺
したのか, ロープで絞殺したのか, という具体的な事実は構成要素的行為
として重要な要素である。ただし, ナイフ刺突という方法でも, 右足を前
に突き出して刺したのか, 左足を前に突き出して刺したのか, などの点は
構成要件該当事実に包摂されることはなく, その意味で抽象化がなされ得
る（それが問題となる場合は別論である)。
以上の実体法上の議論に鑑みると, 日時・場所・方法は, 白山丸事件の
判示とは異なり, むしろ, 通常, 日時・場所・方法は, 訴因を特定するた
めの一手段にすぎないのではなくて, むしろ構成要件該当事実として訴因
を構成するもので, 罪となるべき事実であると解するべきであろう。
(139)
Ⅵ 結 論
本稿で得られた結論をまとめると以下のようになる。まず, 審判の対象
は公訴事実かそれとも訴因かという言明は, 訴因であると答えることにな
る。これは, 現行法が当事者主義を取り入れたところから導出されるもの
である。しかし, 今の有力説である訴因＝公訴事実と直ちに理解すること
は, 刑訴法256条３項の規定からはできない。特に公訴事実の内実をさら
に明らかにする必要がある。これは, 刑訴法312条の公訴事実の同一性と
の関係も問題となるので, 公訴事実の同一性について併せて検討を行う必
要がある。
次に, 構成要件と訴因の関係について, 起訴状記載の訴因とは, 構成要
件に該当する具体的事実である。この構成要件該当事実の記載は, 構成要
件の訴訟法的機能が主張された当初に想定されていた構成要件の違法・有
責類型理解に基づく, 違法性阻却事由・責任阻却事由の不存在も意味して
いる。ただし, 構成要件の有責性推定機能を否定的に理解すべきことから,
公訴提起それ自体が違法性阻却事由・責任阻却事由の不存在を前提に行わ
れていることから導出される。この意味で, 構成要件の訴訟法的機能には
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後退が認められる。
また, 訴因の特定として, 罪となるべき事実すなわち構成要件該当事実
と日時・場所・方法の関係は, 日時・場所・方法は, 通常, 構成要件該当
事実に含まれるべきことを, 実体法上の分析から確認した。それと同時に,
構成要件論上, 構成要件要素の一定程度の抽象化が認められていることと
の対比, それぞれの各犯罪における構成要件要素を検討したうえで訴因の
特定における刑事訴訟法上の分析を行う必要がある。
(140)
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